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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁場の向きを高速で切り替えることが出来る偏向磁石を用いて、電子軌道に上下又は左
右の偏向を与えることで軌道あるいは角度変調を行う電子加速器を備えたＸ線発生装置に
おいて、
　前記偏向を与えて蛇行させることで、該偏向を与えた電子軌道における点の下流におい
て、所定の位置に空間的一定の点であるノードを形成し、該位置にレーザーを集光するこ
とでレーザーコンプトン散乱によってＸ線ビームを発生させるとともに、前記偏向磁石の
磁場の向きを切り替え又は変調し、前記ノードにおける電子軌道の角度のみを切り替え又
は変調することにより、前記Ｘ線ビームの発生方向を切り替え又は変調することを特徴と
する電子加速器を備えたＸ線発生装置。
【請求項２】
　前記電子軌道は、電子蓄積リングのような円形軌道であることを特徴とする請求項１記
載の電子加速器を備えたＸ線発生装置。
【請求項３】
　前記電子軌道は、電子線形加速器であることを特徴とする請求項１記載の電子加速器を
備えたＸ線発生装置。
【請求項４】
　前記ノードにおいて電子軌道の角度のみを切り替えることにより、レーザーコンプトン
Ｘ線ビーム軌道を高速に変調することで、非破壊検査、医療用ラジオグラフィ又はＣＴ装
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置に利用される擬似扇型Ｘ線ビームを発生する構成としたことを特徴とする請求項１記載
の電子加速器を備えたＸ線発生装置。
【請求項５】
　請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載のＸ線発生装置により短時間に発生させた
細いＸ線ビーム、および一次元アレイあるいは二次元マトリクスとしたＸ線検出器を用い
、被検査体に対して当該Ｘ線ビームを高速にスキャンする形式のＸ線ＣＴを含むラジオグ
ラフィにおいて、当該ビームが照射された位置を知ることでその透過位置を推定し、それ
に対応するＸ線検出素子のみを有効にすることで、被検査体からの散乱線を除去する空間
分解能向上のためのＸ線発生方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子加速器に関し、特にＸ線発生装置等に利用される電子加速器を備えたＸ
線発生装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、レーザーコンプトン散乱を用いた非破壊検査装置は知られている（特許文献１参
照）。レーザーコンプトン散乱は、電子線形加速器や蓄積リングなどの加速器を用いて高
エネルギーに加速した電子にレーザーを照射することによって起こる指向性の高い電磁波
生成過程であり、電子のエネルギーやレーザーの波長を選択することによってさまざまな
エネルギーのＸ線を生成することができると同時に、エネルギー広がりを数%程度のいわ
ゆる準単色な状態とすることができる（非特許文献１参照）。
【０００３】
　電子蓄積リングや線形加速器と高強度レーザーを用いたレーザーコンプトン散乱Ｘ線は
医用及び産業用のラジオグラフィ、光核反応に関する研究等に利用されている（非特許文
献２～４参照）。ここでいうＸ線とは数ＭｅＶ以上の高エネルギーγ線領域の光子も含ん
だ広義の用語として定義する。
【０００４】
　医用及び産業用ラジオグラフィの研究では、Ｘ線の単色性を生かした低被ばく、高画質
イメージング研究を行っているが、高エネルギー単色Ｘ線ビームを用いることが重要であ
る（非特許文献５～６参照）。発生Ｘ線の強度とエネルギーを高くするため、電子加速器
の電子収束点やエネルギー分散の小さい長直線部などのビーム径が最小となる位置で電子
ビームにレーザーを照射することが一般的である。
【０００５】
　発生したＸ線ビームを貫通孔を設けた鉛製ブロック（コリメータ）を通過させることで
細いビームとするとともに、散乱角度を制限することによって準単色とする。これによっ
てレーザーコンプトン散乱を利用した高エネルギーＸ線ビームは必然的に直径数ｍｍ～数
ｃｍの細いビームとなる。
【０００６】
　下記の式１に示すように、レーザーコンプトン散乱は衝突前のレーザーと電子ビームの
成す角度によって、衝突後のＸ線エネルギーの上限が決まり、かつ電子ビームの進行方向
に最も高いエネルギーのＸ線が放出される。
【０００７】
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【数１】

【０００８】
　そのため、通常は、コリメータを電子ビーム軌道の延長上に置いて立体角を制限するこ
とで、最もエネルギーの高いＸ線ビームを含み、かつ最もＸ線束強度の高い部分を取り出
す。たとえば、エネルギー７６０ＭｅＶの電子ビームに対して波長５３２ｎｍのレーザー
を照射した場合、式１より最高２０ＭｅＶのエネルギーのＸ線が発生することが計算によ
って求まる。
【０００９】
　ここでＥγ、Ｅ０、ＥｅはそれぞれレーザーコンプトンＸ線、レーザー、電子のエネル
ギーであり、βは電子の速度と光速度の比、θ１、θ２はそれぞれレーザーと電子ビーム
のなす角度、および散乱Ｘ線と電子ビームのなす角度である。通常、最も高いエネルギー
と収量を得るにはθ１を１８０度に近い角度とし、θ２は０度に近い角度とする。
【００１０】
　図１にＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション検出器によって実測したエネルギースペクトル
を示す。内径２ｍｍ×長さ２０ｃｍの鉛製コリメータをビーム軸中心に配置することで最
高エネルギーから５％程度のエネルギー幅のＸ線を取り出した。検出器の分解能は１０％
程度である。
　レーザーコンプトンＸ線ビームの高い透過性と指向性を利用して、1 mm程度に絞ったレ
ーザーコンプトンＸ線ビームと、被検査体を載せ高速で移動スキャンするCTステージを用
いて、空間分解能および密度分解能がそれぞれ１ｍｍ以下および３％の高精度検査を行う
ことのできる第一世代CTによる産業用非破壊検査装置が開発されている （非特許文献７
参照）。空間分解能としては1ｍｍ以下が達成されている。
【００１１】
【特許文献１】特開２００２－１６２３７１号公報
【非特許文献１】R. H. Milburn, Phys. Rev. Lett. 10(3) 75-77 (1963).
【非特許文献２】S. Goko et al, Phys. Rev. Lett.，96-192501, 1-4(2006).
【非特許文献３】H. Utsunomiya et al, Nuclear Physics A, 738(28), 136-142 (2004).
【非特許文献４】K. Y. Hara et al, Phys. Rev. D68, 072001-1 - 072001-6 (2003).
【非特許文献５】H. Toyokawa, Nucl. Instrum. and Methods in Phys. Res. A545, 469-
474 (2005).
【非特許文献６】H. Toyokawa et al, Rev. Sci. Instrum., 73(9), 3358-3362 (2002).
【非特許文献７】H. Toyokawa et al, Proceedings of the 5th World Congress on Indu
strial Process Tomography, 2007, Bergen, Norway, in press．
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　レーザーコンプトン散乱を用いた産業用非破壊検査方法における最大の問題点は、Ｘ線
ビームの指向性が非常に高いため、照射野が小さいことである。上記式１より計算すると
、図1の条件(電子エネルギー７６０ＭｅＶ、レーザー波長)において１．５ｍｒａｄの範
囲におよそ８０％のＸ線が放出される。すなわち光源より５ｍの位置においても１５～２
０ｍｍ程度しか広がらず、広い照射を確保することが難しい。
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【００１３】
　このような高いＸ線エネルギー領域において、数cm程度の照射野の透過像を十分に高い
分解能と検出効率で測定する一次元あるいは二次元イメージング検出器は開発されておら
ず、レーザーコンプトン散乱を用いたＣＴでは、平行移動及び回転を繰り返すステージ上
に被検査体を載せ、細く絞ったＸ線ビームによって透過像を得る第一世代の装置が必然的
にとられる。
【００１４】
　より高い空間分解能を達成しようとすると、ビームをより細くコリメートする方法が一
般的である。しかしＸ線ビーム強度はコリメータ面積に比例して低下するため、ＣＴ測定
に要する時間が飛躍的に長くなるという欠点があった。
【００１５】
　例えば、空間分解能1mmの測定と同等の統計量または画質のノイズレベルが得られる測
定を、半分の空間分解能とするためには、コリメータ径を半分にすると共に回転角度ピッ
チを半分にする必要がある。
【００１６】
　さらに、Ｘ線ビーム強度が約２５％となるため、結果として測定時間は単純に見積もっ
て１６倍となる。これが第一世代ＣＴ装置の大きな問題点であった。
【００１７】
　この問題を解決するために、ＣＴ装置を第二世代や第三世代に改良することが考えられ
る。そのためには１０ＭｅＶ程度の準単色、高エネルギー及び高強度のＸ線ビームを扇形
ビームとして、被検査体を広く覆うようにすることが必須である。しかし、当該目的のた
めには、従来、適切な準単色、高エネルギー及び高強度のＸ線ビームが存在しなかった。
【００１８】
　本発明との比較のため小型電子加速器を用いたＸ線発生装置について説明する。小型電
子加速器を用いたＸ線発生装置から発生するＸ線エネルギーは低く、エネルギー広がりも
大きいが、高い強度と空間分解能が得られるという利点のため非破壊検査用に広く用いら
れている。
【００１９】
　１０ＭｅＶ程度に加速した電子ビームをタンタル、タングステン、銅などの金属ターゲ
ットに照射すると、平均数１００ｋｅＶ～数ＭｅＶの高エネルギー制動放射Ｘ線を数１０
０ｍｒａｄの角度広がりで発生することが可能である。
【００２０】
　しかし制動放射Ｘ線はエネルギー広がりが大きくスペクトルは白色であるため、高い密
度分解能を達成することが困難である。
【００２１】
　また、制動放射Ｘ線と同時に単色性の良い特性Ｘ線が発生するが、原子番号８２の鉛の
ように極めて重い元素ですら、その特性Ｘ線エネルギーは最高で１６０ｋｅＶであり、透
過力の観点から１０ＭｅＶ程度を必要とする高精度な非破壊検査に用いることは難しい。
【００２２】
　本発明は、上記従来の課題を解決することを目的とするものであり、準単色かつ高エネ
ルギーＸ線扇型ビームを発生する装置、および電子加速器を実現することを課題とするも
のである。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本発明は上記課題を解決するために、磁場の向きを高速で切り替えることが出来る偏向
磁石を用いて、電子軌道に上下又は左右の偏向を与えることで軌道変調を行う電子加速器
を備えたＸ線発生装置において、前記偏向を与えることで、該偏向を与えた電子軌道にお
ける点の下流において、任意の位置に空間的一定の点であるノードを形成し、該位置にレ
ーザーを集光することでレーザーコンプトン散乱によってＸ線ビームを発生させるととも
に、前記偏向磁石の磁場の向きを切り替え又は変調し、電子軌道の角度のみを切り替え又
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は変調することにより、前記Ｘ線ビームの発生方向を切り替え又は変調可能であることを
特徴とする電子加速器を備えたＸ線発生装置を提供する。
【００２４】
　前記電子軌道は、電子蓄積リングのような円形軌道としてもよい。
【００２５】
　前記電子軌道は、電子線形加速器としてもよい。
【００２６】
　前記ノードにおいて電子軌道の角度のみを切り替えることにより、レーザーコンプトン
Ｘ線ビームを高速変調することで、非破壊検査、医療用ラジオグラフィ又はCT装置に利用
される擬似扇型Ｘ線ビーム発生する構成としてもよい。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、次のような効果が生じる。
（１）第一世代高エネルギーＸ線ＣＴ装置にて行っていた測定を極めて短時間に行うこと
が可能となる。具体的には、直径１００ｍｍの被検査体を１ｍｍの分解能で十分に画像ノ
イズの少ないＣＴ測定を行う際、第一世代では５～６時間が必要であるが、本発明では、
それ以上の画質のＣＴを３００秒程度で取得することができるため、十分に実用化可能な
レベルとなり、産業用非破壊検査において重要な手段となることが期待される。
（２）従来、直径数ｍｍ～数ｃｍの細いビームで利用されていたレーザーコンプトンＸ線
ビームを大きな照射野で利用することが可能となる。
（３）原理的にどのようなエネルギーのＸ線ビームも扇型とすることが可能であり、大面
積Ｘ線、γ線照射などを必要とする放射線イメージングや検出器応答を調べる際に非常に
有用となる。
（４）これによって、原子核・素粒子実験、非破壊検査、医用イメージング、放射線計測
などの分野への貢献が期待される。
（５）従来のＸ線、γ線ラジオグラフィ、ＣＴ装置等では不可能であった、厚みのある被
検査体内部の透視図、あるいは断面図を、高空間分解能及び高密度分解能で得ることがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　本発明に係るＸ線発生装置を実施するための最良の形態を実施例に基づいて図面を参照
して、以下に説明する。
【００２９】
　まず、本発明の原理的な面から説明する。本発明者は、レーザーコンプトンＸ線ビーム
の高い指向性と広い照射野を同時に実現するために、Ｘ線発生位置を固定したまま放出角
度のみを変調する方法および装置を発明した。
【００３０】
　この方法及び装置は、レーザーコンプトンＸ線が電子と光子の運動量の違いにより、主
として電子の進行方向を中心として放出されることを利用し、電子ビーム角度を数Hz～数
kHzで高速掃引することでレーザーコンプトンＸ線ビームの角度を振り、疑似的に扇型ビ
ームにするという極めて独創的なものである。
【００３１】
　本発明に係るＸ線発生装置では、電子線形加速器と電子蓄積リングでは実施形態が異な
る。まず電子蓄積リングを用いた場合について説明する。本発明の概念図を図２に示す。
電子は紙面に対して時計回りに回っている。ビーム軌道上のある点でビーム軌道を外周側
へあるいは内周側へ蹴りだすような垂直方向磁場を与える。
【００３２】
　図２では簡略化のため偏向電磁石や収束用四極電磁石等を省略しているが、これらの磁
場によって電子は設計軌道を中心として蛇行する。電子蓄積リングでは一周すると必ず元
の場所に戻ることから、この蛇行は必ず閉軌道となる。設計軌道から変形した状態で軌道
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が閉じる状態を閉軌道変形Closed orbit distortionという。以下ではCODと呼ぶ。
【００３３】
　ビームが設計軌道を横切る位置では、キック角θを変えてもビーム位置は動かない。本
明細書では、この位置をノードと呼ぶ。レーザーと電子ビームの衝突点をノードに合わせ
、キック角度を正方向から負方向、さらに正方向へ交流的に変調すると、レーザーコンプ
トンＸ線ビームの角度は掃引され、疑似的に扇型ビームとなる。すなわち電子の運動量が
光子のそれに比較してはるかに大きいため、レーザーコンプトンＸ線の方向を変えるため
には電子ビームの角度を変える必要があり、電子ビームを高速偏向することでレーザーコ
ンプトンＸ線ビームの放出方向を制御する。
【００３４】
　レーザーはノードにおいて電子ビーム蛇行面に対して任意の角度で照射することができ
るが、例えば電子の蛇行面に対して垂直（９０度）に照射した場合は電子ビームの偏向方
向によらず一定エネルギーのレーザーコンプトンＸ線が発生する。それ以外の場合は偏向
角によってエネルギーは変調される。発生したＸ線は下流に配置されたコリメータで準単
色化されるが、扇型ビームであるため電子の偏向面方向に長い、長方形の物を使うことが
望ましい。
【００３５】
　これらの結果、これまで不可能であった準単色高エネルギー扇型ビームを安定した強度
で生成することが可能となる。従来、出来る限り小さくすべきCODを積極的に励起させ利
用することが本発明のユニークな点である。
【００３６】
　上記説明を若干補足する。電子軌道の進む方向に座標系を取る。キックを与えた位置を
S1とし、その地点、およびそこから任意の下流地点ｓにおけるベータトロン振動の振幅関
数と位相をそれぞれβ（S1）およびβ（S）、φ（S）およびφ（S1）とする。横方向のキ
ックは、水平（ｘ）又は垂直（ｙ）どちらでも良いが、ここではθ (mrad)で表わされる
水平方向（ｘ）のキックを与えるものとする。
【００３７】
　外周側への蹴り角を正方向とする。νｘを水平方向のベータトロン振動数として、電子
蓄積リングのある点において蹴り角θの横方向のキックを与えた際に生ずるCODは、中心
軌道からの変異をdxとして次の式２で表わされる。
【００３８】
【数２】

【００３９】
　通常の小型電磁石で発生する１００ｍＴ程度の磁場を用いて電子ビームにθ＝数ｍｒａ
ｄの偏向角を与えるものとする。
【００４０】
　例として、２個の偏向電磁石の間に３個の四極電磁石（それぞれフォーカス、デフォー
カス、フォーカスの順に並んでいるものとする）を配置した基本セルを４回対称で組み合
わせた蓄積リングを考える。あるデフォーカス四極電磁石の直後で1 mrad、2 mrad、およ
び　－3 mradのキックを与えた際に観測されるＣＯＤを計算した結果を図３に示す。ベー
タトロン振動数は2.75とした。
【００４１】
　電子軌道の特定の点では軌道が動かないこと、およびベータトロン振動数を適当に調整
することでノード位置を微調整することができることが分かる。図中にはキック位置とノ
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ード位置の関係が示されている。β（ｓ）も併記したが、β関数が小さいところでノード
が形成されていることが分かる。
【００４２】
　本来ならばβ（Ｓ）が最小の点においてノードが形成されるところを、局所キックによ
って極小値の点においてノードが形成され、ここが２つの偏向磁石の間にある長直線部と
なっているため、ビーム径と発散角が最小となる。この点にレーザーを集光することで高
効率にレーザーコンプトンＸ線を発生できる。
【００４３】
　電子蓄積リングを用いたシンクロトロン放射光に関しても照射が小さいという問題があ
り、これに対して、本発明と類似の装置である電子波動リング（特開平１－９５５００号
公報、特公平６－１０１４００号公報など参照）がすでに発明されている。
【００４４】
　この従来の発明では、Ｎ回対称の電子蓄積リングにおいて、電子ビームのベータトロン
振動数νが次の式３の関係を満たす時にノードがＮ個となることが示されているが、本発
明ではリング全周にわたってノード位置をコントロールすることは必要なく、Ｎ＝４でν
＝2.75となっており、式３の条件には当てはまらない。
【００４５】
【数３】

【００４６】
　また、電子波動リングでは放射光の照射野を平面的に拡大することを目的としているの
に対して、本発明は水平、あるいは垂直のみに発散を持たせた高エネルギー準単色Ｘ線扇
型ビームの生成を目的としている点が異なる。
【００４７】
　本発明では、前記ノードにおいて電子軌道の角度のみを切り替えることにより、レーザ
ーコンプトンＸ線ビーム軌道を高速に変調することで、非破壊検査、医療用ラジオグラフ
ィ又はCT装置に利用される擬似扇型Ｘ線ビーム発生するような構成とすることが好ましい
。
【００４８】
　本発明では、電子軌道に上下又は左右の偏向を与えることで軌道変形を行う電子加速器
において、前記偏向を与えることで、該偏向を与えた電子軌道における点の下流において
、任意の位置にノードを形成し、該位置にレーザーを集光することでレーザーコンプトン
散乱によってＸ線を発生させるとともに、前記偏向磁石の磁場の向きを切り替え又は変調
し、電子軌道の角度のみを切り替え又は変調することにより、前記Ｘ線の発生方向を切り
替え又は変調することを特徴とする電子加速器を備えたＸ線発生装置を提供する。
【００４９】
　また、それによって非破壊検査に用いる準単色高エネルギー扇型Ｘ線ビームを生成し、
さらにそれを用いた非破壊検査用第二世代及び第三世代ＣＴ装置を提供する。
【００５０】
　前記電子軌道は、局所偏向磁石を備えた電子蓄積リングのような円形軌道、あるいは一
周期以上のウィグラーやアンジュレータを備えた電子線形加速器とすることが好ましい。
【００５１】
　電子線形加速器においても、例えば４極のウィグラーまたはアンジュレータ磁場を交流
変調することによって、軌道上のある位置において電子ビームの角度のみを変調すること
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ができ、これによって扇型レーザーコンプトンＸ線ビームを生成することができる。
【００５２】
　図４において交流変調可能な偏向磁石Ａ～Ｄと固定磁場の偏向磁石Ｅを用いて電子軌道
を蛇行させ、電磁石ＢとＣの間でノードを形成する。ここにレーザーを照射することで角
度変調のあるレーザーコンプトンＸ線を発生する。発生したＸ線は電子と並走するが、偏
向磁場Ｅを設置することでＸ線を電子から分離して取り出す。なお、図中では簡略化のた
め上部磁極の表示を省略している。またこのような磁場はハルバッハ型アンジュレータ等
によっても実現できる。
【００５３】
　電子ビーム蛇行面に対して垂直にレーザーをノードへ照射すると、電子の偏向角によら
ず一定エネルギーのレーザーコンプトンＸ線が発生する。発生したＸ線は偏向磁石Ｅの下
流に配置されたコリメータＦで準単色化されるが、扇型ビームであるため偏向面方向に長
い長方形の物を使うことが望ましい。
【００５４】
　さらに、本発明について構成面から説明する。上記従来の課題を解決するために、本発
明者は、準単色高エネルギー扇型Ｘ線ビームを発生する電子加速器、およびそれを用いた
ＣＴ装置等を想到した。
【００５５】
　即ち、本発明では、電子加速器において、極性を切り替え又は変調できる偏向磁石を軌
道上に設置し、それによって、電子軌道に上下又は左右の偏向を与えて、軌道変形を生じ
させる。軌道変形の切り替えあるいは変調は、両極性電流源によって励磁する空芯あるい
は珪素鋼板などをコアに用いた偏向磁石を電子加速器の所定の位置に配置することで実現
する。　　　　　　　　　　　　　　
【００５６】
　磁場を切り替え、あるいは変調速度を高速にするためには、比較的小型の電磁石が望ま
しい。一例として、７６０ＭｅＶの電子を１０ｍｒａｄ偏向するために必要な磁場を１ｋ
Ｈｚで高速変調する場合に必要な磁石の仕様は次のとおりである。
　ギャップ間隔：１００ｍｍ
　ビーム軌道における最大磁場強度：７０ｍＴ
　磁極長 ：２００ｍｍ
　磁場変調周波数：1ｋＨｚ以下
【００５７】
　電子ビーム軌道に局所的な偏向を与えることで、集束磁石や偏向磁石による偏向効果が
生じ、結果として、電子軌道は、設計軌道を中心として蛇行する。ここで言う設計軌道と
は全ての集束磁石の磁場中心を通る軌道であるとする。
【００５８】
　軌道変形は、電子加速器の設計によって様々な位置にノードを形成する。図２に電子蓄
積リングによるＣＯＤを用いた簡単な例を図示する。局所的に加えた偏向によって、電子
は設計軌道を中心に蛇行するが、数か所で設計軌道と交差する。閉軌道変形は、偏向角を
反転すると設計軌道に対して反転するため、偏向磁石の極性を切り替えるタイミングに同
期してノード位置では電子ビームの振り角が変わる。
【００５９】
　本発明者は、電子加速器の集束磁石や偏向磁石の磁場強度を適当に調整することによっ
て、ノードをレーザーコンプトン散乱に最適な位置に移動できることを見出した。これは
電子波動リングのように全周にわたってノード位置を調整するための条件を課す必要がな
いため、電子波動リングよりもより汎用性の高い装置であり、かつ発生する光子は１０Ｍ
ｅＶあるいはそれ以上の高エネルギーγ線領域となるため、高精度の産業用非破壊検査に
適している。
【００６０】
　電子蓄積リング中を周回する７６０ＭｅＶの電子に局所的に、１～１０ｍｒａｄの偏向
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を与えた際に生じる軌道変形を図３に示す。この場合、電子は無限に近い回数を周回する
ため、この軌道変形を特に閉軌道変形と呼ぶ。図３の場合は６箇所にノードが形成される
が、偏向を与えた地点から４つ目のノードは長直線部で形成されている。
【００６１】
　長直線部などのドリフトスペースでは、電子に角度分散がなく、エネルギー分散がない
状態とすることも可能であることから、電子ビームの径方向の大きさが最小となるため、
最もビームを絞ることができ、したがってここにレーザーを照射することによって最も効
果的にレーザーコンプトン散乱を行うことができる。
【００６２】
　また、レーザーと電子の散乱点はノードであるため、偏向磁石の磁場を切り替え又は変
調しても、電子ビーム位置は変わらず、角度のみが変化する。すなわちノードにおいて、
電子の蛇行面に対して垂直な方向からレーザーを照射することでＸ線は安定に発生し、偏
向磁石の磁場の向きを切り替え又は変調しても、Ｘ線ビームの強度は変わらず、放出角度
だけが変化するため疑似的な扇型ビームとすることができる。
【００６３】
　もしノード以外の位置でレーザーコンプトン散乱を行おうとすると、電子ビーム位置の
変調に合わせてレーザー照射位置も変調しなくてはならず、非常に複雑な制御機構が必要
となる。
【００６４】
　しかし、本発明によれば、電子ビームに対して任意の偏向角のキックを局所的に与える
ことで、軌道変形を利用してビーム軌道上にノードを作ること、および偏向角を高速に変
調することで実効的に扇型ビームと等価なＸ線ビームを作り出すことができる。このビー
ムを被検査体へ照射して、その透過強度をＸ線検出器で測定することでＣＴを行うのであ
るが、従来の第一世代ＣＴの装置では被検査体を移動させながら測定する必要があった。
【００６５】
　しかし、これでは数１０～数ｋＨｚの非常に高速な移動が困難であった。本発明によっ
て高速スキャンが可能となり、一次元アレイ状のＸ線検出器を用いることで第二世代ある
いは第三世代ＣＴにした場合は測定に要する時間が数桁短縮できる。検出器素子は1～数m
m程度のシンチレータや半導体検出器が使用でき、数MeV以上の高エネルギーγ線に対して
十分高い検出効率を有している。ＣＴの分解能は検出器素子の大きさで決まるが、扇型ビ
ームを用いた拡大光学系を使用できるため、1ｍｍ以下の空間分解能を達成できるため、
実用上問題はない。
【００６６】
　また扇型ビームを用いた第二世代以上のＣＴでは被検査体からの散乱線によって画像の
空間分解能が著しく劣化することが問題となっている。本発明では時間及び空間的に一様
な扇型ビームではなく、高速にスキャンする細いビームを用いた疑似扇型ビームを用いて
いる。
【００６７】
　被検査体に照射したＸ線ビームの位置は変調磁場強度から類推することができるため、
ビームが透過した位置近傍の素子の応答だけを抽出することで散乱線の影響を著しく低減
させることができる。
【００６８】
　すなわち、短時間の間には本装置で得られるビームは細く、被検査体のごく狭い領域の
み照射しているため、その領域に対応する検出器素子の応答を抽出することで高い空間分
解能を達成することができる。
【００６９】
　このビームを用いて第二世代、第三世代ＣＴ装置を構築すると、高い空間分解能と密度
分解能を有し、かつ短時間の測定で高精度な検査を行う非破壊検査用ＣＴ装置が得られる
。
【実施例】
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【００７０】
　本発明の実施例を、従来例と較べてその相違が明確になるように、まず、従来例を説明
してから説明する。
【００７１】
　図５において、従来のレーザーコンプトンＸ線ビーム１を発生する装置は、電子加速器
２及びレーザー３より構成され、レーザーコンプトン散乱によってＸ線ビームを発生する
。これをコリメータ４を通し、直径数mmに絞ることによって準単色、かつペンシルビーム
とする。
【００７２】
　この準単色レーザーコンプトンＸ線ビーム１を、ＣＴ装置におけるＣＴステージに載せ
た被検査体５に照射し、透過光の強度をＸ線検出器６で測定することによって内部を非破
壊検査する。被検査体を順次移動および回転することによって、又は順次移動もしくは回
転することによって、透過や断層画像を得る。
【００７３】
　図６は、本発明の実施例の概略図を示す。電子加速器２において、その電子軌道は、偏
向磁石７によって水平あるいは垂直に偏向されるが、偏向磁石の極性を交流的に反転する
ことによって、レーザーと電子ビームの相互作用位置において、電子ビームの角度のみを
振ることができる。たとえば、偏向磁石７は１ｋＨｚ程度の交流変調を行うことができる
。
【００７４】
　本発明では、このような実施例によって、レーザーの照射位置や角度を変調することな
くすることなく、通常のレーザーコンプトン散乱と全く同じ方法でＸ線ビームを発生する
ことができる。
【００７５】
　ただし、レーザーコンプトンＸ線が放出される角度は、レーザーが照射される点の上流
に設置された偏向磁石によって任意の向きで任意の角度に変調することができる。
【００７６】
　電子蓄積リングではキックを与える偏向磁石を挿入する位置とベータトロン振動数の兼
ね合いを調節することによって電子ビーム径と発散角が最小の位置においてレーザーコン
プトン散乱を高効率に行うことが可能である。
【００７７】
　電子線形加速器では４極の交流偏向磁石を用いることでレーザーコンプトンＸ線が放出
される角度を変調することができる。珪素鋼板電磁石などを用いることで変調周波数を１
ｋＨｚ程度まで交流的に変調することができる。
【００７８】
　また変調パターンは正弦波や三角波などを用いることができる。空間的に一様な強度で
レーザーコンプトンＸ線を照射するためには三角波のような線形応答をする変調が望まし
いが、検出器の応答によって照射強度分布を補正することが可能であるため、高速で変調
する場合は正弦波を用いても良い。
【００７９】
　このＸ線ビームをコリメータを用いて準単色化することで所望する扇型Ｘ線ビームを得
る。コリメータとしては通常は円形のものを用いて断面が円形のＸ線ビームとするが、本
形態の場合には横長の長方形のものを用いることができる。
【００８０】
　このＸ線ビームを、ＣＴステージに載せた被検査体5に照射し、透過光の強度を複数の
Ｘ線検出器６で測定することによって内部を非破壊検査する。
【００８１】
　以上、本発明を実施するための最良の形態を実施例に基づいて説明したが、本発明はこ
のような実施例に限定されることなく、特許請求の範囲記載の技術的事項の範囲内で、い
ろいろな実施例があることは言うまでもない。
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【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明に係るＸ線発生装置は、以上のような構成であるから、本発明は、レーザーコン
プトン散乱を用いた高エネルギー準単色扇型Ｘ線ビームを、非破壊検査、医療用ラジオグ
ラフィ又はCT装置等に適用することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】従来のＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション検出器によって実測したエネルギースペ
クトルを示す図である。
【図２】周回電子軌道の一部に局所的な偏向を加えた際の閉軌道変形を示す模式図である
。
【図３】周回電子軌道の一部に局所的な偏向を加えた際の閉軌道変形を示す計算例である
。
【図４】電子線形加速器の電子軌道の一部に局所的な偏向を加えた際の軌道変形を示す模
式図である。
【図５】従来のレーザーコンプトンＸ線ビームを用いた第一世代ＣＴ装置を説明する図で
ある。
【図６】本発明の実施例を説明する図であり、扇型Ｘ線ビームを用いたＣＴによる非破壊
検査装置を示す図である。
【符号の説明】
【００８４】
　１　レーザーコンプトンＸ線ビーム
　２　電子加速器
　３　レーザー
　４　コリメータ
　５　被検査体
　６　Ｘ線検出器
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